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 近年、個人情報の利用が著しく拡大していることにかんがみ、個人情報の有用性に配慮しつつ個

人の権利利益を保護することを目的として、平成 15 年に個人情報の保護に関する法律(いわゆる個

人情報保護法)が公布されました。 

とはいえ、実際に個人情報保護法が施行されてみると、世の中の様々な情報のうち、どれが法規

制の対象となる個人情報に該当するのか不明瞭であることが指摘されるようになり、また、差別や

偏見の原因となる一定の個人情報を特別に保護する規定が設けられておらず、さらには、個人情報

が国外に移転されることに着目した特別の規定が設けられていなかったこと等の理由で、日本の個

人情報保護法制は十分な保護水準に達していないと外国からみなされ、主として EU から日本への

個人情報の移転が困難になるという状況が生まれてしまいました。そこで、これらの諸問題の抜本

的解決を図るため、平成 27 年に個人情報保護法の大改正が行われました。 

さらに、本人の個人情報に対する意識の高まり、技術革新を踏まえた保護と利活用のバランス、

越境データの流通増大に伴う新たなリスクへの対応等の観点から、令和 2 年にも個人情報保護法の

大改正が行われました。 

他方、これまで行政機関における個人情報の取扱いは「行政機関の保有する個人情報の保護に関

する法律(平成 15 年法律第 58 号)」、独立行政法人等における個人情報の取扱いは「独立行政法人等の

保有する個人情報の保護に関する法律(平成 15 年法律第 59 号)」、地方公共団体における個人情報の取

扱いは「個人情報の保護に関する条例」に委ねられてきましたが、官民のデータ流通のより一層の

活性化を図りつつ個人の権利利益の保護を実現するには、別の法律又は条令に分かれている規律を

個人情報保護法内に収容して、公的部門及び民間部門における規律を一覧的に規定し、かつ、個人

情報保護委員会が一元的に当該規律を運用することが必要であると考えられたため、これらの法制

を統合すべく、令和 3 年に個人情報保護法のさらなる大改正が行われました。 

個人情報を取り扱う公的部門及び民間部門の方々においては、「そのような規制があったとは知ら

なかった」では済まされませんので、その社会的責任と責務を適正に果たすことができるよう、法

規制を正しく理解し、日々の業務にあたっていただければと思っております。 

 本書が皆様にとって一助となるよう切に願っております。 

 

                             令和７年 夏 

                              團 野  浩 
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第１章 総則(第 1 条―第 3 条) 

39 

■第２条第５項■ 

 この法律において「仮名加工情
２

報
３

」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当該

各号に定める措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができな

い
５

ように個人情報を加工して得られる個人に関する情報
６

をいう。 

一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除する

こと
９

(当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法
10

により他の記述等

に置き換えることを含む｡)。 

二 第一項第二号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削

除するこ
12

と
13

(当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他の

記述等に置き換えることを含む｡)。 

 趣 旨  

本規定は、仮名
か め い

加工情報を定義したものである。仮名加工情報は、個人情報の区分に応

じた措置を講じて他の情報と照合しない限り、特定の個人を識別できないように個人情報

を加工して得られる個人に関する情報であるとしている。 

 解 説  

１ 令和 2 年の法改正により仮名加工情報に係る規律の整備が行われた。その背景及び趣

旨について、次のように整理することができる。 

 ⑴ 仮名化された個人情報の利用の実態 

  ① 平成 27 年の法改正により、いわゆるビッグデータの利活用を推進するため、個人

情報の復元ができないように加工した匿名加工情報の取扱いに係る規律が整備され

た(現：法第 4 章第 4 節)。個人情報取扱事業者が匿名加工情報を作成するときは、特

定の個人を識別すること及びその作成に用いる個人情報を復元することができない

ようにするための基準に従い、当該個人情報を加工しなければならない(現：法第 43

条第 1 項)。 

  ② 具体的には、一般化やコーティング等の手法を用いて個人情報を加工することに

より、少なくとも一般人及び一般的な事業者の能力や手法等を基準として、通常の

方法では加工前の個人情報を特定できない状態にすることが求められ、そのような

加工を施してもデータとしての有用性を一定水準以上に保つためには、相当程度に

高度な技術や判断が必要とされている。 

    ※「一般化」とは、大学 4 年生を大学生とし、数値を四捨五入するなど、上位の概念や数値

に置き換えることをいう。 

    ※「コーティング」とは、100 歳、95 歳、85 歳といった数値データを「80 歳以上」にまとめ

るなど、特に大きい数値又は小さい数値を覆うことをいう。 

  ③ ところで、個人情報取扱事業者において、安全管理措置(現：法第 23 条)の一環とし

て、個人情報に含まれる記述のうち、特定の個人を容易に識別できる記述(例：氏名)

を削除するといった加工を行い、それ単体では特定の個人を識別することが不可能



第５章第１節 総則(第 60 条) 
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■第６０条第５項■ 

 この章において「条例要配慮個人情報
３

」とは、地方公共団体の機関
４

又は地方独立行政法人

が保有する個人情報(要配慮個人情報を除く｡)のうち、地域の特性その他の事情に応じて、本

人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要す

るものとして地方公共団体が条例で定める記述等
５

が含まれる個人情報をいう。 

 趣 旨  

本規定は、条例要配慮個人情報を定義したものである。条例要配慮個人情報は、地方公

共団体の機関又は地方独立行政法人が保有する個人情報(要配慮個人情報を除く)のうち、

本人に対する不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして地方公共

団体が条例で定める記述等が含まれる個人情報であるとしている。 

 解 説  

１ 令和 3 年の改正個人情報保護法では、個人情報等の適正な取扱いのために必要な全国

的な共通ルールを法律で設定することを目的としているが、条例による独自の保護措置

として、本規定において「条例要配慮個人情報」を条例で定めることが許容されている。 

２ 要配慮個人情報の定義(法第 2 条第 3 項)及び関係する規律は、地方公共団体の機関又は

地方独立行政法人にも適用されるが、これとは別に条例において、条例要配慮個人情報

に該当する記述等を規定できることとしている。 

３ 「条例要配慮個人情報」という名称について、次のように整理することができる。 

 ① 行個法及び独個法においては、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生

じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述等が含まれ

る個人情報が「要配慮個人情報」と定義され、その取扱いには一定の規制がかけられ

ている。この定義は、個人情報保護法上の「要配慮個人情報」と同じである。 

② この点、地方公共団体においては、行個法等において明示的に規定されていない以下

のような情報を「要配慮個人情報」として取り扱っている事例がある。 

 ㈠ 思想 

㈡ 信教 

㈢ 支持政党 

㈣ 民族 

㈤ LGBT に関する事項 

  ※「LGBT」とは、Lesbian(レズビアン)、Gay(ゲイ)、Bisexual(両性愛者)、Transgender(出

生時に割り当てられた性別と異なる性別をもつ者)の略。性的マイノリティの総称として

用いられる。 

㈥ 生活保護の受給 

㈦ 一定の地域の出身である事実 

③ ②㈠から㈢までの思想、信教及び支持政党については、行個法等上の「信条」に、②

㈣の民族は行個法等上の「人種」に含まれる得るものとも考えられる。 



600 

第六十八条(漏えい等の報告等) 

(令三法三七・追加・一部改正) 

■第６８条第１項■ 

 行政機関の長等は
４

、保有個人情報の漏えい
５

、滅失
６

、毀損
７

その他の保有個人情報の安全の確

保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして個人情報保護委

員会規則で定めるもの
８

が生じたときは、個人情報保護委員会規則で定めるところ
17

により、当

該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければならない。 

 趣 旨  

本規定は、行政機関の長等に対し、保有個人情報の安全の確保に係る事態であって個人

の権利利益を害するおそれが大きいものが生じたときは、当該事態が生じた旨を個人情報

保護委員会に報告することを義務づけたものである。【法第 26 条第 1 項参照】 

 解 説  

１ 個人情報保護委員会による監視の実効性を確保し、個人の権利利益を適切に保護する

観点から、令和 2 年の法改正において、民間部門には漏えい等の報告及び本人通知義務

が設けられた(法第 26 条)。 

民間部門と同様、公的部門においても、保有個人情報の漏えい等が発生した場合の個

人情報保護委員会への報告及び本人に対する通知義務に係る規定を置くことが適当と考

えられるため、令和 3 年の法改正により本条が新設された。 

２ 行政機関等における個人情報保護委員会への漏えい等の報告及び本人への通知につ

いて、次にように整理することができる。 

① 個人情報の漏えい等が発生した場合、個人情報保護委員会においては、事実関係を早

急に把握した上で、漏えい等の拡大や再発を防止するために必要な安全管理施設や個

人の権利利益の侵害を防止するために必要な措置を講じるよう、個人情報取扱事業者

に求める等の対応を行うことが必要となる。 

② こうした漏えい等の事実は、別の端緒が得られる例外的な場合を除き、当該個人情報

取扱事業者からの報告がなければ事実関係を把握できないことから、個人情報取扱事

業者に対して個人情報保護委員会への報告が義務づけられている(法第 26 条第 1 項)。 

③ また、本人においては、漏えい等の発生を認知することができなければ、その権利利

益を保護するための措置を講じることができないことから、個人情報取扱事業者に対

して本人への通知が義務づけられている(法第 26 条第 2 項)。 

④ こうした趣旨は、個人情報保護委員会の監視監督の対象となる公的部門にも良く当

て嵌まるものであるため、行政機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行

政法人についても、同様の義務を課すことが適当であると考えられ、法第 68 条が設

けられている。 

３ 行政機関等が保有する個人情報が漏えいするなどした場合、これを放置すれば、個人

の権利利益が侵害されるおそれがあり、行政機関等に対する国民の信頼も失われること



第６章第３節 送達(第 161 条―第 164 条) 
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第百六十三条(公示送達) 

(令三法三七・追加・旧第百六十条繰下) 

■第１６３条第１項■ 

 委員会は、次に掲げる場合には、公示送達
１

をすることができる。 

一 送達を受けるべき者の住所、居所その他送達をすべき場所が知れない場
４

合
５

 

二 外国(本邦の域外にある国又は地域をいう。以下同じ｡)においてすべき送達について、前

条において読み替えて準用する民事訴訟法第百八条の規定によることができず
７

、又はこれ

によっても送達をすることができないと認めるべき場
８

合
９

 

三 前条において読み替えて準用する民事訴訟法第百八条の規定により外国の管轄官庁に

嘱託を発した後六月を経過してもその送達を証する書面の送付がない場合 

 趣 旨  

本規定は、公示送達が行われる場合について定めたものである。 

 解 説  

１ 「公示送達」とは、相手方が不明である、あるいは相手方の住所又は所在地が不明で

あることから意思表示を到達させることができない場合において、当該意思表示を公示

することにより相手方に到達したものとみなす手続をいう。 

２ 公示送達に係る規定の整備について、次のように整理することができる。 

   ① 個人情報保護委員会による監督の相手方が行方をくらます等により送達する場所が

不明となり、書類の送達ができず、行政処分等の手続の執行が阻害される場合があり

得る。 

   ② また、相手が外国の事業者である場合、相手国の同意を得た上で在外領事等を通じて

送達を行うことができるとしても、当該相手国の同意が得られない場合等、かかる送

達が効を奏しないこともあり得る。 

   ③ そこで、補充的な送達方法として、公示送達に係る規定が設けられた。個人情報保護

法では、民事訴訟法第 110 条及び第 113 条を準用せず(法第 162 条)、独自の規定を置

いている。これは、民事訴訟法の公示送達では、申立てが要件とされていたり、裁判

所書記官を前提としていたりするなど、準用によって対応するためには読替が煩雑に

なってしまうからである。 

 ＜第１号＞ 

３ 本号の要件は、民事訴訟法の要件「当事者の住所、居所その他送達をすべき場所が知

れない場合(同法第 110 条第 1 項第 1 号)」と同様に規定したものである。 

４ 「知れない場合」とは、主観的に知られないというだけでは足らず、送達すべき場所

を探索したものの判明しないという客観的事情が認められる場合をいう。 

５ 「住所、居所その他送達をすべき場所が知れない場合」とは、通常必要と認められる

調査(例：市町村役場、近隣者、登記簿の調査)をしても、送達を受けるべき者の住所等

が不明の場合をいう。 
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第百六十七条(条例を定めたときの届出) 

(令三法三七・追加) 

■第１６７条第１項■ 

 地方公共団体の長は、この法律の規定に基づき個人情報の保護に関する条例
１

を定めたとき
２

は、遅滞なく、個人情報保護委員会規則で定めるところ
３

により、その旨及びその内容を委員

会に届け出なければならない。 

 趣 旨  

本規定は、地方公共団体の長に対し、個人情報の保護に関する条例を定めたときは、遅

滞なく、その旨及びその内容を個人情報保護委員会に届出することを義務づけたものである。 

 解 説  

１ 「個人情報の保護に関する条例」について、次のように整理することができる。 

 ① 令和 3 年の法改正では、地方公共団体が自ら保有する個人情報の保護と流通の両立

を図るため、共通ルールとして個人情報保護法の規律を適用するとともに、必要最小

限の独自の保護措置を設けることを許容している。 

 ② このため、地方公共団体において条例で定めることが想定される事項のうち、保護や

流通に直接的に影響が生じ得るものについては、法第 167 条第 1 項において条例を定

めることができる旨を規定し、その形式を条例に限定することとしている。 

③ 一方、個人情報の保護や流通に直接影響を与えない事項(例：単なる内部規律に過ぎ

ない事務)については、法律によって内容や法形式に何らかの制限をかける必要はない

ため、法第 167 条第 1 項では、こうした事項を対象としていない。 

２ 「この法律の規定に基づき個人情報の保護に関する条例を定めたとき」について、次

のように示されている。〈R5/12 ガイドライン通則編〉 

① 個人情報保護法の規定に基づき定めた全ての条例(条例で定めることを妨げるもので

はないとされているもの及び個人情報保護やデータ流通に直接影響を与えない事項に

ついて条例で独自の規定を定める場合を含む)の制定及び改廃が届出の対象となる。 

② 届出が必要な条例か否かは、当該条例の名称等の形式的事項ではなく、当該条例の各

規定について、個人情報保護法の趣旨・目的に照らして実質的に判断する必要がある。 

３ 条例を定めたときの届出は、電子情報処理組織を使用する方法(電気通信回線の故障、

災害その他の理由により電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる

場合にあっては、別記様式第 15 による届出書を提出する方法)により行う。〈則第 70 条〉 

    ※「電子情報処理組織」とは、個人情報保護委員会の使用に係る電子計算機と届出を行う者の使

用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

⇒ 条例の届出は、原則として電子情報処理組織を使用する方法によるが、電気通信回線

の故障、災害等により電子情報処理組織の使用が困難である場合には、届出書を提出す

る方法により行うこととしている。〈R6/12 行政機関等向けガイド〉 

４ 地方公共団体においては、個人情報の保護に関する条例を定めるにあたって情報提供
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第百七十二条(外国執行当局への情報提供) 

(平二七法六五・追加、令三法三七・旧第七十八条繰下・旧第百六十七条繰下) 

■第１７２条第１項■ 

 委員会は、この法律に相当する外国
３

の法令を執行する外国の当局(以下この条において「外

国執行当局」という｡)に対し、その職務(この法律に規定する委員会の職務に相当するものに

限る。次項において同じ｡)の遂行に資すると認める情報の提供を行うことができる。 

 趣 旨  

本規定は、個人情報保護委員会は、個人情報保護法に相当する法令を執行する外国執行

当局に対し、その職務の遂行に資すると認める情報の提供を行うことができる旨を定めた

ものである。 

 解 説  

１ 個人情報保護法は、国外に拠点を置く事業者にも直接適用され(法第 171 条)、個人情報

保護法に則って適切な個人情報等の取扱いが図られるようにしている。 

ただし、外国における事業者の行為が個人情報保護法に違反している場合において、

違反行為の是正を勧告することは可能であるが、命令を行うことはできず、また、主権

侵害のおそれのあることから、外国の領域内に我が国の行政機関が立ち入って調査行為

を行うことは実質的に困難である。 

    実効性のある執行の確保という観点からは、外国執行当局に委ねることは有力な手段

であり、そのために必要な情報を個人情報保護委員会から外国執行当局に提供すること

を可能にしておく必要があるため、本規定が設けられている。 

２ 外国執行当局への情報提供について、次のように整理することができる。 

 ① 従前、我が国の行政機関から外国執行当局への情報提供は、本人の同意がなければ、

「法令に基づく場合等」の例外事由に該当する場合でない限り、個人情報を外国執行

当局に対して情報提供することができなかった。 

   ② 2011 年に、米国法人の A 社が日本法人の B 社から受託していた個人情報(日本に所

在する者の情報)を米国において漏出させた事案でいえば、米国の執行当局に対し、次

のような執行協力の依頼をすることが不可能であった。 

    ㈠ B 社による A 社に対する監督が適切に行われていたかの調査の一環として、米国

の連邦取引委員会に対して当該漏えい事案に関する情報(漏えいした個人情報の一

部を含む)を提供し、連邦取引委員会法に基づく A 社の個人情報の管理体制に関す

る調査を依頼すること 

    ㈡ ㈠の調査結果を踏まえ、A 社に対する措置命令を依頼すること 

   ③ 国外に拠点を置きながら日本に所在する者の個人情報を保有している事業者におい

て個人情報の適切な取扱いが確保されるよう、外国執行当局に当該外国の法律に基づ

く措置(例：立入検査、措置命令)を依頼するため、さらには、個人情報保護委員会が、

我が国における執行に必要な個人情報の提供を外国執行当局から受けるためには、相


